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 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の４の規定に基づき、次

のとおり提出します。 

 

Ⅰ 現状の課題及び中期的な対応方針 

（１）旅客施設及び車両等の整備に関する事項 

バリアフリー法等に基づき、お客様のご利用が１日３千人以上の駅及び２千人以

上で自治体が定める基本構想の生活関連施設に位置付けられる駅において、国・関

係自治体との連携のもとエレベーターやバリアフリートイレ等の整備を実施してお

り、基本的にすべての駅で整備が完了、または整備に向けた取組みを進めている。

引き続き、国の定める整備目標に基づき、国・関係自治体と協力して、バリアフリ

ー設備の整備を進める。 

可動式ホーム柵について、新幹線ではのぞみ停車駅への設置が完了しており、今

後すべての駅に整備を進めていく。在来線では、名古屋駅の５・７・８番線及び刈

谷駅の全番線への設置を進めるとともに、名古屋駅の１・２番線（東海道本線上り

ホーム）、金山駅の１・２番線（中央本線ホーム）、千種駅、及び大曽根駅について

も令和１２年度までに整備していく。加えて、内方線付き点状ブロックの整備を順

次進めており、今年度も引き続き、お客様のご利用が１日１千人以上～３千人未満

の未整備駅を対象に整備を進める。 

車両のバリアフリー化についても、バリアフリー法等に基づき、設備の整備や改

良等を推進している。新幹線では車椅子スペースを６席設置したＮ700Ｓ、在来線で

は車椅子スペースを拡充した通勤型車両315系を投入する。 

 

（２）旅客支援、情報提供、教育訓練等に関する事項 

バリアフリー法の趣旨に則り、ホームと列車乗降口との間の段差や隙間の解消が

できていない箇所をはじめ、車椅子で安全に通行できるホーム等での幅員の確保が

できない箇所、ホームにおける一定の勾配の解消ができていない箇所では、車椅子



 

を使用するお客様について、係員がご案内し、必要に応じてホームと列車の間に渡

り板をかけるなどの安全確保のためのお手伝いを行っている。 

目の不自由なお客様より、誘導案内について希望の申し出があった場合は、乗車

及び降車の誘導案内を行っている。鉄道をご利用になろうとしている目の不自由な

お客様に気づいた際には、改札等で声かけを行い誘導案内の有無を確認している。

声かけ後、お客様から誘導案内のご希望があった場合は、列車乗降口までの間、誘

導案内を行っている。ご希望がない場合は、状況に応じて可能な限り、乗車するま

で見守ることとしている。 

  駅係員の接遇能力向上に向けて「サービス介助士」の資格取得の促進をしている。

また、障害当事者が参画する研修として、「心のバリアフリー」研修を実施する。 

 

 

Ⅱ 移動等円滑化に関する措置 

① 旅客施設及び車両等を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置 

対象となる旅客施

設及び車両等 

計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

段差解消等 

 

・富士川駅について、エレベーター設置等の整備を進める。 

（～2026年度） 

・弥富駅の橋上化に併せて、エレベーター設置等の整備を進め

る。（～2029年度） 

・美乃坂本駅の橋上化計画に併せて、自治体と連携してエレベー

ター設置等の整備に向けた検討を進める。 

 

ホーム可動柵整備 

 

 

 

 

 

 

 

内方線付き点状ブ

ロック整備 

 

 

車両の更新 

・以下の駅に対して、ホーム可動柵の設置工事を進める。 

  名古屋駅（東海道本線）：５番線（～2024年度） 

名古屋駅（中央本線） ：７・８番線（～2025年度） 

刈谷駅        ：１～４番線（～2026年度） 

・新幹線全駅（整備済みの番線を除く）、名古屋駅（１・２番線）、

金山駅（１・２番線）、千種駅、大曽根駅について、設置に向

けた検討を進める。 

 

・昨年度に引き続き、お客様のご利用が１日１千人以上～３千人

未満の駅を対象に順次整備を進める。なお、お客様のご利用が

１日３千人以上の駅では全駅整備済み。 

 

・新幹線：Ｎ700Ｓを36編成投入する。（～2028年度） 

・在来線：通勤型電車315系を352両投入する。（～2025年度） 

 

 

 



 

② 旅客施設及び車両等を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項

の主務省令で定める基準を遵守するために必要な措置 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

設備の維持管理 

 

 

設備を用いた役務

の提供 

・バリアフリー設備を適切に使用できるよう、取替も含めて維持

管理を行う。（2024年度 継続） 

 

・渡り板等を使用して、プラットホームにおける車椅子使用のお

客様の円滑な乗降に必要な役務を提供する。（2024年度 継続） 

・一部の駅係員不在の駅において、乗務員（運転士または車掌）

による車椅子ご利用のお客様の列車乗降のお手伝いを試行す

る。（2024年度 継続） 

 

  

③ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降につい

ての介助、旅客施設における誘導その他の支援 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

車椅子使用のお客

様に対する介助同

行 

 

目の不自由なお客

様に対する声かけ

と誘導案内 

 

・車椅子使用のお客様に対する介助同行を確実に実施する。

（2024年度 継続） 

 

 

・目の不自由なお客様に対する声かけと誘導案内を確実に実施

する。（2024年度 継続） 

・「声かけ・サポート」運動に参画する。（2024年度 継続） 

 

  

④ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

車椅子対応座席の

インターネット申

し込み 

 

車椅子対応座席の

ＷＥＢ予約 

 

・東海道・山陽・九州新幹線の車椅子対応座席の申し込みについ

て、ホームページからインターネットでの受付を行う。（2024

年度 継続） 

 

・東海道新幹線の一部において「車椅子スペース」のＷＥＢ予約

を実施する。（2024年度 継続） 

 

 

 

 



 

 ⑤ 移動等円滑化を図るために必要な教育訓練 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

「サービス介助士」

資格取得の促進 

 

障害当事者が参画

する研修 

 

・新入社員研修等において「サービス介助士」の資格取得を行う。

（2024年度 継続） 

 

・障害当事者が参画する「心のバリアフリー研修」を実施する。

（2024年度 継続） 

 

 ⑥ 高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適

正な配慮についての旅客施設及び車両等の利用者に対する広報活動及び啓発活動 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

ポスターの掲出 

 

 

 

 

 

国交省等が作成するポスターの趣旨に賛同し、啓発活動に協力。

（2024年度 継続） 

・目の不自由な方へのお声かけ 

・高齢者障害者等用施設等の適正な利用の推進 

・ベビーカー利用に関するキャンペーン 

・エスカレーター「歩かず立ち止まろう」キャンペーン 

・「やめましょう、歩きスマホ。」キャンペーン 

・エレベーター利用円滑化 

・優先席マナー啓発 

 

 

Ⅲ 移動等円滑化の促進のためⅡと併せて講ずべき措置 

・弥富駅の橋上化に併せたエレベーター等の設置工事は、弥富市基本構想に基づく公

共交通特定事業として実施している。 

・美乃坂本駅の橋上化計画に併せたエレベーター等の設置計画は、美乃坂本駅周辺基

本構想に基づく公共交通特定事業として、同じく事業主体である自治体と連携して

整備に向けた検討を進めている。 

・刈谷駅の改良工事は、刈谷市基本構想に基づく公共交通特定事業として実施してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅳ 前年度計画書からの変更内容 

対象となる旅客施設

及び車両等又は対策 
変 更 内 容 理  由 

段差解消等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車両の更新 

 

・富士川駅について、エレベータ

ー設置等の整備を決定した。 

（～2026年度） 

 

・弥富駅の橋上化に併せて整備す

るエレベーター等の設置工程を

見直した。（～2029年度） 

 

・美乃坂本駅の橋上化計画に併せ

て、自治体と連携してエレベー

ター設置等の整備に向けた検討

を開始した。 

 

・新幹線：Ｎ700Ｓの投入編成数及

び計画年度を更新した。 

整備に向けた検討が完了し

たため。 

 

 

橋上化事業の工程を見直し

たため。 

 

 

本事業を公共交通特定事業

とする基本構想が策定さ

れ、検討を具体的に開始し

たため。 

 

17編成（～2028年度）の追

加投入が決定したため。 

 

Ⅴ 計画書の公表方法 

当社ホームページにて公開。 

 

 

  

Ⅵ その他計画に関連する事項 

旅客施設及び車両等の整備に関する事項については、当社の重点施策と関連設備投資

に位置付けられている。 

 

 

  

 

  注１ Ⅳには、Ⅱについて前年度と比較して記入すること。なお、該当する対策が複

数になる場合には、新たに欄を設けて記入すること。 

   ２ Ⅴには、本計画書の公表方法（インターネットの利用等）について記入するこ

と。 

３ Ⅵには、Ⅱの欄に記入した計画に関連する計画（事業者全体に関連するプロジ

ェクト、経営計画等）がある場合には、必要に応じ、その計画内容及び計画にお

ける当該事業者の位置付け等について記入すること。 


